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はじめに

休暇村は自然公園における宿泊・休憩、自然探

勝、野外レクリエーションのために集約的に整備

した自然公園の利用拠点である o 1961年に最初

の休暇村が近江八幡市の琵琶湖湖畔に建設され

たO 現在、全国に 36ヵ所あり、開設から 2010

年までの 50年間に休暇村利用者は 5千万人に達

した。

近年、休暇村と同時代に建設された国民宿舎、

ユースホステル、大規模年金保養基地等の宿泊施

設が、縮小又は廃止される中で休暇村は一村の廃

止も無く、半世紀にわたって持続的に多くの公園

利用者を受け入れてきた。本研究の目的は、休暇

村の持続的利用の要因と休暇村利用が自然公聞に

与えた効果を明らかにしたものである O

1.休暇村成立の背景と展開

1960年代には、太平洋戦争後の混乱から落ち

着きを取り戻し、野外レクリエーションが急速に

普及し、国立・固定公園の利用は急増した。特に

富士箱根伊豆、日光など首都圏に近い国立公園の

利用の集中が顕著となった。しかし、当時の国

立・国定公園の利用施設は量、質ともに貧弱で、あ

った。そのため国(厚生省)は 1961年から国民

が安心して利用できる総合的な公園施設として

「国民休暇村J(1991年に「休暇村」と改称)の

整備に取り組んだのである O 当時、国は「国民休
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暇村事業団」を設立し、休暇村の整備・運営を図

ろうとした。しかし、国の予算は認められず、代

わって厚生省は財団法人「国民休暇村協会」の設

立を許可し、この協会が有料施設を、国・地方自

治体が公共施設を整備する公的な公園施設:休暇

村を建設することになったのである。

1960年に「国民休暇村整備構想」が発表され

ると、全国の地方自治体から休暇村誘致運動が起

り、要望ヵ所数は計画の 3倍、 66ヵ所となった。

いかに公園施設が不足し、施設の整備が渇望され

ていたかが分かる o 1961年、国は第一次指定休

暇村 10ヵ所を決定し、協会、国・地方自治体は

同時に整備を始めた。

2000年に休暇村富士が建設され、休暇村は沖
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縄を除く日本列島の国立・固定公園内に 36ヵ所

設けられ、自然公園の重要な利用拠点となった。

当初、休暇村は厚生省所管地又は所管換え地

(公園専用用地)に整備する方針であったが、所

管換えは計画通りに進展しなかった。しかし、地

方自治体は休暇村誘致条件のーっとして地方自治

体の土地を施設用地として提供することになり、

その結果、全休暇村用地の 5割以上は地方自治体

の土地で占めるに至った。この地方自治体所有地

の公園専用用地化は、それまで国立公園では見ら

れなかった手法であり、その後における自然公園

の施設整備に影響を与えた。

2.施設の構成と段階的な整備

休暇村の基本施設は宿舎、園地、キャンプ場、

スキー場、水泳場の 5施設である O しかし、 36

休暇村は標高 5mから 1，600mの地域に立地して

いるため施設構成は標高・地形状況等によって次

の4つのタイプに区分できる O

A:宿舎、園地、キャンプ場、スキー場

B:宿舎、園地、キャンプ場

C:宿舎、園地、キャンプ場、水泳場

D 宿舎、園地、水泳場

最も多いタイプはAで、 13ヵ所ある O

休暇村の整備は 1961年から 2000年まで約 40

年間に及ぶが、立地の時期、整備内容等から整備

期間を確立期、拡大期、再生期及び転換期に区分

でき、各整備期間はほぼ 10年である O

〈確立期> 1961年から 1970年までに国立・固

定公園に 20ヵ所の休暇村が建設され、休暇村の

基礎は確立された。

〈拡大期〉昭和 46年(1971)に休暇村の拡大の

ため第二次休暇村建設計画が策定された。しかし、

適地の不足、自然を守る意識の高まり等によって

12ヵ所の新設に留まり休暇村は計 32ヵ所となっ

た。

〈再生期> 1981年から 1933年の 10年間は休暇

村の新設は無く、既存施設のリニューアルが行わ

れた。特に宿舎は狭陸で、老朽化が進み、施設水

準は民間の旅館・ホテルに比べ著しく劣り、全宿

舎の抜本的な再整備が行われた。同時にキャンプ

は団体利用から家族利用へと変化し、また、オー

トキャンプ志向の増大に対応するための再整備が

行われた。

〈転換期〉平成 6年(1994)から 2000年までに、

自然塾を併設した休暇村、キャンプを主体とする

休暇村など従来の整備では見られなかった休暇村

が建設され、休暇村は新たな転換期を迎えた。

一方、休暇村の立地は既存の観光施設等への影

響を避けることを基本方針としたため、休暇村は

僻地に整備されることになり、自然環境は優れて

いるが厳しい経営を強いられることになる。しか

し反面、地域雇用、地域生産物の活用等、休暇村

は地域社会の振興に貢献することにもなった。

3.休暇村利用の動向と特徴

休暇村の利用形態は宿泊、休憩、運動、野外レ

クリエーション、自然との触れ合いである(図参

照)0 

全休暇村宿舎の宿泊収容力は 6，801人 (2003)

で、宿泊客数は宿舎の増設とともに増加した。

1980年からは宿舎数 32で宿泊収容力は一定で推

移したが宿泊客数は毎年増え、 1993年には150万

人に達し、宿泊利用率は 53.6%になった。 7年

後の 2001年には宿泊利用率は過去最高の 60.7%

となり、以後50%台で推移した。

宿舎に接して整備されている園地は宿泊・日帰

り客の休憩・運動・体験の場として利用され、

2001年の利用者数は 181万である O キャンプ利

用客は 1996年に過去最高の 33万人に達したが

その後減少傾向にあり、スキー利用客も 1992年

の78万人を最高に減少をしている O

1962年に休暇村協会は各休暇村の職員をレク

リエーションリーダーに養成し、職員が休暇村の

優れた自然や地域の自然環境を案内、解説、体験

させる休暇村独自の「自然との触れ合い活動」を

構築した o 2001年にはこの活動に参加した宿

泊・日帰り客は 29万人に及び、全休暇村利用者

数の 6.5%を占めた。

おわりに

国立・固定公園の利用者数に対する休暇村利用

者数の割合をみると、 1981年 0.92%、20年後の

2001年は1.05%である O この実態から休暇村は

開設以来 40年にわたって国立・固定公園利用者

の約 1%を持続的に受け入れ、自然公園の利用に
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図休暇村のゾーニングと利用形態

貢献してきたことがわかる O

こうした持続的、安定的利用の要因の第 1は、

休暇村は既存の観光地を避け、未開発のすぐれた

自然環境の中に立地したこと、第 2は広大な更地

に計画通り施設を整備し、快適なリゾートを造成

したこと、第 3は宿舎施設のリニューアルを継続

的に実施し、施設水準の向上と維持に努めながら

快適で低廉な宿舎の運営を図ってきたことにあ

るO これら要因の背景には、従来の自然公園整備

手法では見られなかった地方自治体所有地の公園

専用用地化があり、この新たな整備手法が広大な

レクリーション空間の創出を可能にしたことを見

逃すことはできない。

そして、より自然に親しみたいという利用者の

ニーズに応えた休暇村独自の自然との触れ合い活

動は休暇村利用の特質であるとともに、国が提唱

する「自然とのふれあい事業」の先駆けとして自

然公園利用に大きな影響を及ぼした。
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